
平成16年11月12日平成17年 3月期 中間決算短信(連結)
上 場 会 社 名 フ マ キ ラ ー 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 499 8 東 京 都本社所在都道府県

（ＵＲＬ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 大 下 　 俊 明
問合せ先責任者 役 職 名 管 理 本 部 長

氏 名 佐 々 木 　 高 範 Ｔ Ｅ Ｌ(     )0829 55－2112

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 12日
親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成16年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       10,689    △0.3       1,268    17.2       1,167    30.7
15年 9月中間期       10,724    △3.5       1,081   △23.8         893   △11.9

16年 3月期       17,042－          856－          191－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期          811    △5.5          27.65－
15年 9月中間期          858     0.4          29.26－

16年 3月期          349－          11.89－

(注 )1.持分法投資損益 16年 9月中間期 百万円 15年 9月中間期 百万円－ －
16年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期     29,342,030株 15年 9月中間期     29,351,740株
16年 3月期     29,349,896株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       12,113       4,911     40.5         167.44
15年 9月中間期       12,816       4,798     37.4         163.51

16年 3月期       14,682       4,304     29.3         146.69
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期     29,335,576株 15年 9月中間期     29,349,229株

16年 3月期     29,346,792株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期        4,345        △142       △3,805          897
15年 9月中間期        3,561        △143       △3,334          711

16年 3月期          727        △328         △518          502

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    5 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       17,200         590         440

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          15円00銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
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１．企 業 集 団 の 状 況           
 

当企業集団は、当社、子会社５社及び関連会社２社で構成され、殺虫剤、園芸用品、家庭

用品、防疫剤の製造販売を主な事業として営んでおります。 

連結子会社                                 ※関連会社（持分法非適用） 

日広産業株式会社                           フマキラーインド株式会社 

フマキラー・トータルシステム株式会社       大下産業株式会社 

大下製薬株式会社 

柳柳フマキラー株式会社 

フマキラーインドネシア株式会社 

 

 

国  内                                                  海  外 

 

製造会社                                                 製造販売会社 

柳柳フマキラー㈱ 

（殺虫剤・家庭用品） 

韓国市場 

フマキラーインドネシア㈱ 

（殺虫剤・園芸用品） 

インドネシア市場 
 

海 外 市 場 

 
国 内 市 場 

(注)※１殺虫剤はフマキラーインドネシア㈱

を生産拠点として、主として当社を経由して海

外へ輸出しております。 

日広産業㈱ 

（園芸用品・家庭用品） 
大下製薬㈱ 

（殺虫剤・園芸用品・家庭用品）  

※フマキラーインド㈱ 

（殺虫剤） 
インド 
市場 

＜凡例＞ 
            原材料の供給 
            製品の供給 
            販売 

製造販売会社 

製造販売会社 

 

 

（※１） 

 

※大下産業㈱ 
(プラスチック製品) 

仕入先 

フマキラー・ 
 トータルシステム㈱ 
（防疫剤）                        

販売会社 

 

フ
マ
キ
ラ
ー
㈱ 

 

（
製
造
・
販
売
） 
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２．経 営 方 針        
 

（１）経営の基本方針 

当社は、「誠魂長才※」を社是に、従来の「生活」という視点から「生活と環境」へ

と視野を広げ、植物を、動物を、人間を、そして地球をも快適にする市場創造型企業

を目指しています。 

また、「クオリティ主義」をテーマに、製品のクオリティはもとより、社会・文化活

動、環境問題、資源問題など企業活動のすべてに対して、クオリティのアップを目指

しています。 

当社は、これからもお客様、株主様、お取引先様、社会、社員からのご期待に応え

るべく、経済的価値の向上とともに、企業の社会的責任を含めて「クオリティ主義」

に徹した企業活動を推進してまいります。 

※ 「誠魂長才」＝何事に対しても誠心誠意、真心をもって事に当り、常に努力して才能

を伸ばし、知識を広め、社会・国家に貢献します。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置づけており

ます。利益配分につきましては、業績や将来の事業展開、内部留保などを総合的に勘

案しつつ、株主様への安定的かつ継続的な利益還元に努めてまいります。また、財務

体質の強化と経営基盤の強化を図るとともに、研究開発、生産設備、情報機器等の戦

略的な投資を積極的に行っていく方針であります。これらは将来にわたる経営体質強

化と利益の向上を目指したもので、必ずや株主の皆様への利益還元に貢献するものと

考えております。 

この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、1 株について３円とさせて

いただく予定でおります。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社が継続的な成長を実現するためには、顧客ニーズを満足させる製品を積極的に

開発し続けることが必須条件であります。当社が毎期発売する新製品については、初

年度売上寄与率１５％以上を経営目標のひとつにおいております。 

また、株主重視、収益性重視の視点から、株主資本利益率（ROE）や売上高経常利益

率を重視し、企業価値の向上を目指してまいります。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社は、当期、経営体質の強化を最優先テーマに掲げて、さまざまな経営課題に取

り組んでまいりました。その結果、利益体質へと変化しつつありますが、さらなる成

長と堅固な経営基盤確立のために、次の課題に取り組んでまいります。 

１）殺虫剤、家庭用品、園芸用品をコア事業と位置づけ、「クオリティ主義」に徹し

た、魅力ある新製品を提供し続ける。 

２）経営資源の活用に際し、選択と重点化を図り収益構造の強化を目指す。 

３）海外市場を見据えた、グローバルな競争力を持つ企業を目指す。 

４）連結決算重視を基本政策とし、子会社の健全なる育成に努める。 

以上の方針に沿って、次の課題に取り組みます。 
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【事業構造の改革】 

１）商品開発 

・ 継続的な商品革新と最先端技術の開発力強化 

・ タイムリーでコスト競争力のある商品開発 

・ 季節に左右されない、年間需要型商品の開発 

・ 新規事業の開拓と早期育成 

２）販売 

・ 経営資源の投入による、ブランド力の強化と売上及びシェアの拡大 

・ 「どこでもベープ」をはじめとした、当社の中核商品群の強化と消費者ニ

ーズに応えた商品ラインナップの充実 

・ 営業活動の強化による、既存の取引先との関係強化と新規市場の開拓 

・ 情報システムの活用による、マーケティング営業力の強化 

・ 販売品目の重点化による販売効率の向上 

・ アジア地域（インドネシア、マレーシアなど）や欧州地域（イタリア、ハ

ンガリーなど）をはじめとした、積極的な海外事業展開 

３）生産 

・ ISO９００１に基づく品質管理体制の強化 

・ 生産の合理化による生産体制の強化 

【利益構造の改革】 

・ 製造原価低減の取組み強化と経費の節減 

・ 品目削減 

【子会社の売上拡大、収益力強化】 

・ 海外事業の拡大と強化。特に殺虫剤の市場拡大が期待されるインドネシア

合弁会社の育成と発展。 

 

（５）経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

当社では、環境の変化に適切に対応し企業価値の最大化を図るという観点から、取

締役会を経営戦略の決定・実施の主軸として機動的・効率的に運営するとともに、意

思決定の迅速化に取り組んでおります。 

取締役会では、経営に関する基本方針や重要案件、業績の進捗状況、法令への対応

などについて討議・検討・決定するとともに、取締役会を取締役の職務執行状況を監

督する機関として位置づけております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、客観的立場から取締役の職務執行を監査

しております。さらに、会計監査人である中央青山監査法人からは、決算の監査に加

え、会計の専門的立場から経営課題について適宜アドバイスをいただいております。

子会社につきましても、財務データなど必要な資料はすべて親会社に報告され、随時

監査できる体制をとっております。 

このように、監査役や会計監査人に対し、経営・財務情報の迅速な開示を進めるこ

とで、適確かつ適正なコーポレート・ガバナンスを総合的に運用できる体制を維持し

ております。 

現在のところ、コンプライアンス、リスクマネジメント等の各種委員会は設置して

おりませんが、各種リスクに関わる事案（課題の抽出、対応策の検討、全社への情報

伝達など）を取締役会にてコントロールし、経営の健全性確保と信頼性の向上に努め

ております。また、企業経営や日常の業務に関して、必要に応じて、弁護士や税理士
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などの専門家からアドバイスを受ける体制をとっております。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りです。 

 

株主総会

監査役会 取締役会 会計監査人
監査役(4名） 取締役(9名） (監査法人）

※うち社外監査役(2名） ※原則月1回開催

代表取締役

各業務部門

社
外
弁
護
士
、
税
理
士
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３．経営成績及び財政状態 
 

Ⅰ 経営成績 

 

（１）当中間連結会計期間の業績全般の概況 

（百万円） 

指標等 
平成 16 年 9 月 

中間期 

平成 15 年 9 月 

中間期 
増減率 

売 上 高 １０,６８９ １０,７２４ △0.3％ 

営 業 利 益 １,２６８ １,０８１ 17.2％ 

経 常 利 益 １,１６７ ８９３ 30.7％ 

中 間 純 利 益 ８１１ ８５８ △5.5％ 

１株当たり中間純利益（円） ２７.６５ ２９.２６ △5.5％ 

 

当中間期における国内経済は、輸出や生産の増加により企業収益の改善が進み、設

備投資も増加しました。また、雇用情勢の改善とともに個人消費も持ち直し、景気回

復基調を保っております。一方で、原油価格の高騰による景気減速懸念や年金問題な

ど、先行きに不透明感が残る状況でした。 

このような状況の中で、当社ならびにグループ各社は、殺虫剤を中心とした主力製

品の拡販を図るとともに、生産性の向上と一層のコストダウン、在庫の圧縮など、企

業体質の強化に努めてまいりました。 

当中間期の国内売上においては、主力の殺虫剤市場が、最盛期にかけて記録的な猛

暑が続いた一方で、度重なる台風の影響などもあり、業界全体ではほぼ前年並みと見

込まれる状況で推移しましたが、当社は電池式携帯虫よけ器「どこでもベープＮｏ．

１」などの新製品が売上に貢献し、「虫よけ関連商品」や「不快害虫殺虫剤」などを中

心に大きく売上が伸長しました。一方、家庭用品部門は、６月～７月の少雨の影響も

あり、主力の除湿剤や除菌剤の売上が低迷いたしました。園芸用品部門では、除草剤

が大幅に売上を伸ばしましたが、家庭園芸用殺虫剤は、最盛期である５月の天候不順

や市場価格の下落の影響により低迷し、園芸全体では１０．９％の減少となりました。

以上の結果、当期における国内販売は、前年同期と比較して０．５％の増加となりま

した。 

また、海外販売では、イタリア、インドネシア、ヨルダン等を中心に輸出が好調に

推移した結果、当社の売上高合計は、前年同期に対し１．９％上回る結果となりまし

た。 

連結対象子会社においては、フマキラー・トータルシステム㈱および韓国の子会社

の売上が、昨年実績を下回りました。インドネシアの子会社は、売上が前年同期比で

２２．１％と大きく伸長しましたが、現地通貨の為替レートの大幅な下落により、円

貨では若干の減収となりました。以上の結果、当中間期の連結売上高は、ほぼ前中間

期並みの１０６億８千９百万円（前年同期比０．３％減）となりました。 

売上原価は、新製品を含めた付加価値の高い商品の販売に注力したことやコストダ

ウン活動により、売上原価率が３．０ポイント減少して６１．９％となりました。 

販売費及び一般管理費は、経費圧縮に努めるとともに、新製品の上市や既存品の育

成のため広告宣伝費を増加し、２８億７百万円（前期比４．６％増）となりました。 

これらの結果、営業利益は１億８千６百万円増加し、１２億６千８百万円（前期比
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１７．２％増）となりました。 

経常利益につきましては、為替差益の発生や製品処分損の減少等により、１１億６

千７百万円（前期比３０．７％増）となりました。 

中間純利益は、法人税等の増加により８億１千１百万円、（前期比５．５％減）とな

りました。 

なお、当社グループは、殺虫剤の売上構成比が高いため、売上高は上半期を中心に

多く計上されるという季節変動要因をかかえております。一方、人件費や諸経費（広

告宣伝費のような政策費を除く）は固定費として、年間を通じてほぼ均等に発生する

ため、事業年度の上半期と下半期の売上高や利益には著しい相違があります。 

 

（２）通期の見通し 

（百万円） 

指標等 平成17年 3月期 平成 16年 3月期 増減率 

売 上 高 １７,２００ １７,０４２ 0.9％ 

営 業 利 益 ９６０ ８５６ 12.1％ 

経 常 利 益 ５９０ １９１ 207.7％ 

当 期 純 利 益 ４４０ ３４９ 26.0％ 

１株当たり当期純利益（円） １５．００ １１．８９ 26.2％ 

  

当連結中間期以降の国内経済は、引き続き回復基調で推移すると見込まれますが、

一方で、原油価格の上昇による一部原材料の値上がり等、懸念材料があります。 

このような市場環境の中で、当社では主力ブランドの育成・強化に資源を集中し、

積極的な販売活動を行うとともに、新製品の開発、一層のコストダウン、経費の効率

的な運用、返品抑制並びに在庫圧縮に努め、業績の向上に取り組んでまいります。 

下半期は、冬・春向け商品を中心とした家庭用品の販売に注力するとともに、確固

たる利益体質の確立に向けて、利益面に重点を置いた商品構成の見直し並びに販売政

策の推進を図ってまいります。そのため、当社の通期売上は、前期実績を若干下回る

ことが予想されます。 

また、連結対象子会社の下半期につきましては、国内の子会社はほぼ計画通りに推

移すると思われます。インドネシアの子会社につきましては、上半期同様、好調な売

上が見込まれますが、韓国の子会社の売上は前期実績を下回ると予想しています。 

以上により、通期の予想を見直した結果、連結売上高は１７２億円（前年同期比０．

９％増）、連結経常利益は５億９千万円（前年同期比２０７．７％増）、連結当期純利

益は４億４千万円（前年同期比２６．０％増）を見込んでおります。 
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Ⅱ 財政状態 

 

（１）当中間連結会計期間の概況 

百万円 

 当中間連結

会計期間 

前中間連結

会計期間 

増減額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,345 3,561   784 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  142 △  143    1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,805 △3,334 △470 

換 算 差 額 △  2 3 △ 5 

現 金 及び 現 金 同 等 物の 増 減 額 395 86   309 

現金及び現金同等物の中間期末残高 897 711 185 

 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、８億９千７百万円となり、

前年同期に比べ１億８千５百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。 

営業活動によって獲得したキャッシュ・フローは、４３億４千５百万円（前年同期

比７億８千４百万円の増加）となりました。税金等調整前中間純利益が１１億８千９

百万円となり、売上債権が２３億６千６百万円、棚卸資産が４億７千４百万円、仕入

債務が１億３千２百万円減少したことなどによるものであります。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、１億４千２百万円（前年同期比１百

万円の減少）となりました。有形固定資産の取得による支出が１億１千３百万円、有

価証券の取得による支出が１千１百万円あったことなどによるものであります。 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、３８億５百万円（前年同期比４億７

千万円の増加）となりました。また、金融機関からの借入金の返済により、当中間期

末での借入金残高は、前期末に比べ３７億３千３百万円減少して、１９億６千２百万

円となりました。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりであり

ます。 

【キャッシュ・フロー指標の推移】 

区  分 
平成 16 年 

9 月中間期 

平成 15 年 

9 月中間期 

平成 14 年 

9 月中間期 

平成 16 年 

3 月期 

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) 40.5 37.4 36.2 29.3 

時価ベースの自己資本比率(％) 45.3 33.2 23.7 35.8 

債 務 償 還 年 数 ( 年 ) 0.2 0.4 0.4 7.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 151.9 83.7 77.1 8.7 

（注） 

１．自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により
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算出しております。 

４．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に表わ

されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しております。 

５.債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するた

め２倍にしております。 

 

（２）通期の見通し 

営業活動によって得られるキャッシュ・フローのうち、税金等調整前当期純利益は、

事業環境に不透明感が残るものの、前期より増加することを予定しております。減価

償却費は若干減少する見込みです。 

投資活動に使用されるキャッシュ・フローのうち有形固定資産の取得による支出は、

前期より３億円程度減少する見込みであります。 

財務活動に使用されるキャッシュ・フローでは、長期借入金の返済に伴う支出が見

込まれています。 

以上の結果、当期の現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より５千万円程度増

加する見通しであります。 
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４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
（１）中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 
（単位：百万円） 

期  別 

                          

科  目 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

 

平成 １ ６ 年 ９ 月 ３ ０ 日 

構成比 

前中間連結会計期間末 

 

平成１５ 年 ９月 ３０ 日 

構成比 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

平成 １６ 年 ３ 月 ３１ 日 

構成比 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

そ の 他 

 

無 形 固 定 資 産 

連 結 調 整 勘 定 

そ の 他 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

７，４９８ 

１，４００ 

２，６９８ 

３，１４０ 

２７６ 

△   １９ 

 

４，６１５ 

２，５８０ 

１，０４５ 

６１２ 

９２２ 

 

３１ 

１４ 

１６ 

 

２，００３ 

１，８１０ 

２６３ 

△   ６９ 

％ 

６１．９ 

 

 

 

 

 

 

３８．１ 

２１．３ 

 

 

 

 

０．３ 

 

 

 

１６．５ 

 

 

 

 

８，２７０ 

１，２９１ 

３，３４６ 

３，４４６ 

２６５ 

△   ７９ 

 

４，５４５ 

２，８１１ 

１，１１８ 

７１２ 

９８０ 

 

７０ 

４５ 

２４ 

 

１，６６３ 

１，５４７ 

１９２ 

△   ７６ 

％ 

６４．５ 

 

 

 

 

 

 

３５．５ 

２１．９ 

 

 

 

 

０．６ 

 

 

 

１３．０ 

 

 

 

 

９，９５９ 

１，０８２ 

５，０４４ 

３，６２８ 

２４２ 

△   ３８ 

 

４，７２２ 

２，６８８ 

１，０７３ 

６７３ 

９４１ 

 

４９ 

２９ 

２０ 

 

１，９８４ 

１，８６４ 

１８２ 

△   ６２ 

％ 

６７．８ 

 

 

 

 

 

 

３２．２ 

１８．３ 

 

 

 

 

０．４ 

 

 

 

１３．５ 

 

 

 

資   産   合   計 １２，１１３ １００．０ １２，８１６ １００．０ １４，６８２ １００．０ 
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     （単位：百万円） 

期  別 

                          

科  目 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

 

平成 １ ６ 年 ９ 月 ３ ０ 日 

構成比 

前 中 間 連 結 会 計 期 間 末  

 

平成 １５ 年 ９ 月 ３０ 日  

構成比 

前 連 結 会 計 年 度の 

要約連結貸借対照表 

平成１６ 年 ３ 月 ３１ 日 

構成比 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

売 上 割 戻 引 当 金 

返 品 調 整 引 当 金 

そ の 他 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

預 り 保 証 金 

 

６，３１１ 

２，４８９ 

１，７５０ 

４１７ 

３５１ 

１１４ 

５５４ 

１８７ 

４４７ 

 

７００ 

２１２ 

１４６ 

９６ 

２０８ 

３７ 

％ 

５２．１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．８ 

 

 

 

 

 

 

６，８９３ 

２，７２７ 

２，４６６ 

４５６ 

４０ 

１１６ 

４９１ 

２３０ 

３６４ 

 

９４０ 

４３６ 

１５７ 

５０ 

２６１ 

３４ 

％ 

５３．８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．３ 

 

 

 

 

 

 

９，４４２ 

２，５６４ 

５，４８２ 

３８８ 

２４ 

１２９ 

５１７ 

２３２ 

１０２ 

 

７６０ 

２１３ 

１４３ 

８６ 

２７９ 

３７ 

％ 

６４．３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．２ 

 

 

 

 

 

負   債   合   計 ７，０１２ ５７．９ ７，８３４ ６１．１ １０，２０３ ６９．５ 

 (少数株主持分) 

少 数 株 主 持 分 

 

１８９ 

 

１．６ 

 

１８３ 

 

１．５ 

 

１７４ 

 

１．２ 

（資 本 の 部） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

 

２，８８９ 

１，２９５ 

６３４ 

１２６ 

△   ２４ 

△   １０ 

 

２３．９ 

１０．７ 

５．２ 

１．０ 

△ ０．２ 

△ ０．１ 

 

２，８８９ 

１，２９５ 

３９１ 

２３４ 

△    ５ 

△    ７ 

 

２２．５ 

１０．１ 

３．１ 

１．８ 

△ ０．０ 

△ ０．１ 

 

２，８８９ 

１，２９５ 

△  １１７ 

１９５ 

５０ 

△    ７ 

 

１９．７ 

８．８ 

△ ０．８ 

１．３ 

０．３ 

△ ０．０ 

資   本   合   計 ４，９１１ ４０．５ ４，７９８ ３７．４ ４，３０４ ２９．３ 

負債、少数株主持分及び資本合計 １２，１１３ １００．０ １２，８１６ １００．０ １４，６８２ １００．０ 

 (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）中 間 連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

期  別 

 

科  目 

当中間連結会計期間 

(16.4.1～16.9.30) 
百分比 

前中間連結会計期間 

(15.4.1～15.9.30) 
百分比 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(15.4.1～16.3.31) 

百分比 

Ⅰ 売 上 高 

Ⅱ 売 上 原 価 

１０，６８９ 

６，６１２ 

１００．０ 

６１．９ 

１０，７２４ 

６，９５８ 

１００．０ 

６４．９ 

１７，０４２ 

１１，４４４ 

１００．０ 

６７．２ 

売 上 総 利 益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

４，０７６ 

２，８０７ 

３８．１ 

２６．２ 

３，７６６ 

２，６８４ 

３５．１ 

２５．０ 

５，５９８ 

４，７４２ 

３２．８ 

２７．８ 

営 業 利 益 

Ⅳ 営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

為 替 差 益 

そ の 他 

Ⅴ 営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

製 品 評 価 損 

製 品 処 分 損 

材 料 処 分 損 

そ の 他 

１，２６８ 

（    １３３）

０ 

２５ 

６１ 

４６ 

（    ２３４）

３４ 

１６ 

１０３ 

１３ 

６７ 

１１．９ 

１．２ 

 

 

 

 

２．２ 

 

 

 

 

 

１，０８１ 

（    １０６）

３ 

１６ 

２５ 

６１ 

（    ２９５）

４７ 

１９ 

１３７ 

２４ 

６５ 

１０．１ 

１．０ 

 

 

 

 

２．８ 

 

 

 

 

 

８５６ 

（    ２０２）

４ 

２９ 

― 

１６９ 

（    ８６７）

８３ 

１３０ 

３６０ 

６６ 

２２６ 

５．０ 

１．２ 

 

 

 

 

５．１ 

 

 

 

 

 

経 常 利 益 １，１６７ １０．９ ８９３ ８．３ １９１ １．１ 

Ⅵ 特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投資有価証券売却益 

貸倒引当金戻入額 

保 険 金 収 入 

Ⅶ 特 別 損 失 

固定資産除売却損 

投資有価証券評価損 

過 年 度 修 正 損 

災 害 費 用 

（     ６２）

２ 

― 

２０ 

３９ 

（     ４０）

０ 

― 

― 

３９ 

０．６ 

 

 

 

 

０．４ 

 

 

 

 

（     ３６）

― 

３ 

３２ 

― 

（       ０）

０ 

― 

― 

― 

０．３ 

 

 

 

 

０．０ 

 

 

 

 

（   ３１４）

０ 

２８２ 

３０ 

― 

（     ６８）

２９ 

６ 

３２ 

― 

１．９ 

 

 

 

 

０．４ 

 

 

 

 

税金等 調整前中間 ( 当期) 純 利益 １，１８９ １１．１ ９２９ ８．６ ４３７ ２．６ 

法人税 ､ 住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少数株主利益（減算） 

３４４ 

０ 

  ３３ 

３．２ 

０．０ 

０．３ 

４８ 

△   ０ 

  ２２ 

０．４ 

△０．０ 

０．２ 

６７ 

０ 

  ２０ 

０．４ 

０．０ 

０．１ 

中間 （ 当 期 ） 純利益 ８１１ ７．６ ８５８ ８．０ ３４９ ２．１ 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（３）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 16 年 4 月 1 日 

至 平 成 1 6 年 9 月 3 0 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平 成 1 6 年 3 月 3 1 日 

期  別 

 

科  目 
金   額 金   額 金   額 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ．資本剰余金期首残高 

Ⅱ．資本剰余金中間期末(期末)残高 

 

 

 

 

１，２９５ 

１，２９５ 

 

 

 

１，２９５ 

１，２９５ 

 

 

 

 

１，２９５ 

１，２９５ 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ．利益剰余金期首残高 

Ⅱ．利益剰余金増加高 

１．子会社清算による剰余金増加高 

中間（当期）純利益 

 

 

 

― 

８１１ 

 

△ １１７ 

 

 

８１１ 

 

 

 

０ 

８５８ 

 

△ ４６６ 

 

 

８５８ 

 

 

 

０ 

３４９ 

 

△ ４６６ 

 

 

３４９ 

Ⅲ．利益剰余金減少高 

１．配当金 

 

５８ 

 

５８ 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

Ⅳ．利益剰余金中間期末(期末)残高  ６３４  ３９１  △ １１７ 

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書  
                           （単位：百万円） 

期    別 
科    目 

当中間連結会計期間 
平 成 １ ６年 4 月１ 日 
平成１６年９月３０日 

前中間連結会計期間 
平 成 １ ５年 4 月１ 日 
平成１５年９月３０日 

前連結会計年度 
平 成 １ ５年 4 月１ 日 
平成１６年３月３１日 

 金   額 金   額 金    額 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ） 純 利 益 
減 価 償 却 費 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
貸倒引当金の増加額 (減少：△) 
その他の引当金の増加額（減少：△） 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 益 
投資有価証券売却､評価損益(益：△) 
有 形 固 定 資 産 売 却 除 却 損 益 
売上債権の減 少 額(増加 ：△ ) 
棚 卸 資 産 の 減 少 額 
そ の 他 固 定 資 産 の 減 少 額 
仕入債務の増加額（減少：△） 
その他流動負債の増加額（減少：△） 
そ の 他 

 
１，１８９ 

１４９ 
１４ 
１２ 

△   １２ 
△   ９４ 
△   ２６ 

３４ 
△   ２１ 

― 
△    ２ 
２，３６６ 

４７４ 
１７ 

△  １３２ 
４４２ 

△   ３５ 

 
９２９ 
１８２ 
１６ 

９ 
△       ６３ 

５０ 
△       ２０ 

４７ 
△       ２１ 
△        ３ 

０ 
１，６８１ 

３３２ 
６４ 

１４２ 
３１０ 

△       １２ 

 
４３７ 
３６７ 
３２ 
５０ 

△   １１１ 
１１０ 

△    ３３ 
８３ 
６２ 

△   ２７６ 
２８ 

△   １９８ 
７８ 
７８ 

２１５ 
△    ６６ 

７    

小      計 ４，３７６ ３，６４７ ８６５ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

２８ 
△   ２８ 
△   ３０ 

１８ 
△       ４２ 
△       ６２ 

４１ 
△    ８３ 
△    ９５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ４，３４５ ３，５６１ ７２７ 
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
貸 付 け に よ る 支 出 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
そ の 他 

 
△  １１３ 

４ 
△   １１ 

― 
△   ２２ 

― 
― 
０ 
― 

 
△     ４２８ 

― 
△       ４９ 

１９ 
― 

３１ 
△       １５ 

２９９ 
△       ０ 

 
△   ５１８ 

０ 
△   ５５４ 

４２７ 
― 

３１ 
△    １５ 

３００ 
△     ０ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  １４２ △     １４３ △   ３２８ 
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 

短 期 借 入 れ に よ る 収 入 
短期借入金の返済に よ る支出 
長期借入金の返済に よ る支出 
配 当 金 の 支 払 額 
少 数 株 主への配当金の 支払額 
そ の 他 

 
１，３００ 

△４，６５０ 
△  ３８３ 
△   ５８ 
△   １１ 
△    ２ 

 
１，８４０ 

△ ４，６９０ 
△     ４７０ 
△         ０ 
△       １４ 
△         ０ 

 
５，８４０ 

△ ５，４９０ 
△   ８５３ 
△     ０ 
△    １４ 
△     ０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △３，８０５ △ ３，３３４ △   ５１８ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △    ２ ３ △     ４ 
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 

３９５ 
５０２ 

８６ 
６２５ 

△   １２３ 
６２５ 

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ８９７ ７１１ ５０２ 
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



－１５－ 

(５)中間連結財務諸表作成の基本となる事項 
１．連結の範囲に関する事項 
      連 結 子 会 社         ５社 
                     柳柳フマキラー㈱、日広産業㈱、大下製薬(株)、 

フマキラー・トータルシステム㈱、フマキラーインドネシア㈱                     
 

２．持分法の適用に関する事項 
持分法を適用していない関連会社   大下産業(株)、フマキラーインド㈱ 

上記持分法を適用していない関連会社２社は、中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しています。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
      連結子会社の中間決算日は、柳柳フマキラー㈱、フマキラーインドネシア㈱を除き、親会

社と同じであります。柳柳フマキラー㈱、フマキラーインドネシア㈱の中間決算日は６月３
０日であり、中間連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の中間決算日
現在の中間財務諸表を基礎として連結を行っております。ただし、中間連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ①有価証券の評価基準及び評価方法 
     その他有価証券 

時価のあるもの …… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

     ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 
貯蔵品を除くたな卸資産 …… 総平均法による原価法 
貯蔵品 ……………………… 最終仕入原価法による原価法 

 
 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     ①有形固定資産 

当社及び国内連結子会社３社は定率法であります。ただし平成１０年４月１日以降取
得の建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。在外連結子
会社は、見積耐用年数による定額法であります。 
なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が３年～５０年、機械装置及び運搬具は２年

～１１年であります。 
     ②無形固定資産 

定額法を採用しております。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

 
 （３）重要な引当金の計上基準 
     ①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額
を計上しております。 

     ②賞与引当金 
        当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき 
      当中間連結会計期間負担額を計上しております。 
     ③売上割戻引当金 
        当社は販売した製商品の将来発生する売上割戻に備えるため、割戻対象となる売上高に

直近の実績をもととして計算した割戻率を乗じて計上しております。     
    
 



－１６－ 

④返品調整引当金 
        当社は返品による損失に備えるため、返品率及び売買利益率等の実績をもとに必要額 
      を計上しております。 
    ⑤退職給付引当金 

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異につきましては、１５年
による均等額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること
としております。 

    ⑥役員退職慰労引当金 
        当社は役員の退職により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間 
       期末要支給額を計上しております。 
（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金
銭債権債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。また、在外子会
社等の資産、負債、収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

（５）重要なリース取引の処理方法 
        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 
       取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少なリ
スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま
す。 
 

 



－１７－ 

 
［注記事項］ 
 
  中間連結貸借対照表関係 
 
                                          当中間連結会計期間末  前中間連結会計期間末  前連結会計年度 
（１）有形固定資産の減価償却累計額                8,049 百万円      8,248 百万円      7,953 百万円 
 
（２）担保に供している資産及びその対応債務 

建    物                                271 百万円        290 百万円        290 百万円 
土    地                                177               172               180   
投資有価証券                             －               222                －  
  計                                    449               685               471  
   
上記に対応する債務 
一年以内に返済予定の長期借入金          199               765               582 
長期借入金                    211               435               212  
  計                                    411             1,200              794  

 
（３）受取手形割引高                              1,156 百万円      1,573 百万円        537 百万円 
 
 
 
                                                                       
  中間連結損益計算書関係 
 
                                          当中間連結会計期間    前中間連結会計期間    前連結会計年度 
（１）販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

運送費                                  402 百万円        417 百万円        679 百万円 
広告宣伝費                              635               547               722   
給与手当                                450               454               900  
退職給付費用                             72                70               153   
役員退職慰労引当金繰入額                 18                19                37  

 
(２)当社グループの売上高は連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 
 
  



－１８－ 

 
 
中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている 
科目の金額との関係 

                                       当中間連結会計期間    前中間連結会計期間    前連結会計年度末 
現金及び預金勘定                       1,400 百万円     1,291 百万円       1,082 百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △  502          △  580            △  580    
現金及び現金同等物                       897              711                502 

 
  リース取引関係 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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５． セグメント情報 
(５)－１ 事業の種類別セグメント情報 

       当中間連結会計期間（自  平成１６年４月１日  至  平成１６年９月３０日） 

         全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

殺虫剤、園芸用品、防疫用剤、家庭用品事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

 

       前中間連結会計期間（自  平成１５年４月１日  至  平成１５年９月３０日） 

         全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

殺虫剤、園芸用品、防疫用剤、家庭用品事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

  

       前連結会計年度（自  平成１５年４月１日  至  平成１６年３月３１日） 

         全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

殺虫剤、園芸用品、防疫用剤、家庭用品事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

 

 

 (５)－２ 所在地別セグメント情報 

         当中間連結会計期間（自  平成１６年４月１日  至  平成１６年９月３０日） 

       （単位：百万円） 

 

日  本 アジア 計 

消  去 

又  は 

全  社 

連  結 

 

売 上 高 

     

（１）外部顧客に対する          

売 上 高 
9,421 1,267 10,689 ― 10,689 

（２）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
129 380 510 △     510 ― 

計 

営 業 費 用       

営 業 利 益       

9,551 

8,437 

1,114 

1,647 

1,503 

143 

11,199 

9,941 

1,257 

△     510 

△     520 

10 

10,689 

9,420 

1,268 

 

 

          



－２０－ 

 

前中間連結会計期間（自  平成１５年４月１日  至  平成１５年９月３０日） 

       （単位：百万円） 

 

日  本 アジア 計 

消  去 

又  は 

全  社 

連  結 

 

売 上 高 

 

 

    

（１）外部顧客に対する          

売 上 高 
9,353 1,370 10,724 ― 10,724 

（２）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
128 390 518 △     518 ― 

計 

営 業 費 用       

営 業 利 益       

9,482 

8,454 

1,027 

1,761 

1,738 

22 

11,243 

10,193 

1,050 

△     518 

△     550 

31 

10,724 

9,643 

1,081 

 

 

前連結会計年度（自  平成１５年４月１日  至  平成１６年３月３１日） 

       （単位：百万円） 

 

日  本 アジア 計 

消  去 

又  は 

全  社 

連  結 

 

売 上 高 

     

（１）外部顧客に対する          

売 上 高 
14,942 2,099 17,042 ― 17,042 

（２）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
315 615 931 △    931 ― 

計 

営 業 費 用       

営業利益又は営業損失（△）

15,258 

14,410 

848 

2,715 

2,754 

△   38 

17,974 

17,164 

810 

△  931 

△  978 

46 

17,042 

16,186 

856 



－２１－ 

(５)－３ 海外売上高 

         当中間連結会計期間 （自  平成１６年４月１日  至  平成１６年９月３０日） 

（単位：百万円） 

                                       アジア その他 計 

Ⅰ  海 外 売 上 高           １，５８７ ５４０ ２，１２８ 

Ⅱ  連 結 売 上 高            １０，６８９ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

    海外売上高の割合（％）

 

１４．９ 

 

５．１ 

 

１９．９ 

          

         前中間連結会計期間（自  平成１５年４月１日  至  平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 

                                                                      アジア その他 計 

Ⅰ  海 外 売 上 高           １，５５２ ５５１ ２，１０４ 

Ⅱ  連 結 売 上 高            １０，７２４ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

    海外売上高の割合（％）

 

１４．５ 

 

５．１ 

 

１９．６ 

 

         前連結会計年度（自  平成１５年４月１日  至  平成１６年３月３１日） 

（単位：百万円） 

                                                アジア その他 計 

Ⅰ  海 外 売 上 高           ２，６１８ １，２８３ ３，９０２ 

Ⅱ  連 結 売 上 高            １７，０４２ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

    海外売上高の割合（％）

 

１５．４ 

 

７．５ 

 

２２．９ 

              １．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２．各区分に属する主な国または地域 

ア ジ ア      ：マレーシア、韓国、インドネシア、台湾 

その他の地域：イタリア、ヨルダン、メキシコ 

       ３．海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の輸出高並びに、

本国以外の国に所在する連結子会社の売上高の合計額（ただし、連結会

社間の内部売上高を除く）であります。 



－２２－ 

６．生産・受注及び販売状況 
 

（１）生産の状況 

生産実績                                           （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 ８，１５８ ８０．５ 

園 芸 用 品 ５７２ ５．７ 

防 疫 剤 ４１５ ４．１ 

家 庭 用 品 ９３６ ９．２ 

そ の 他 ４９ ０．５ 

合 計 １０，１３１ １００．０ 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 ７，９００ ７６．９ 

園 芸 用 品 ６５２ ６．４ 

防 疫 剤 ３２８ ３．２ 

家 庭 用 品 １，２６０ １２．４ 

そ の 他 １１８ １．１ 

合 計 １０，２６０ １００．０ 

 

前連結会計年度 

自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 １２，１３７ ７３．６ 

園 芸 用 品 １，２６８ ７．７ 

防 疫 剤 ５６０ ３．４ 

家 庭 用 品 ２，３６３ １４．３ 

そ の 他 １６１ １．０ 

合 計 １６，４８６ １００．０ 

（注）金額は卸売価格(消費税等抜き)によっております。 

 

（２）受注の状況 

見込み生産を行っていますので、該当事項はありません。 



－２３－ 

（３）販売の状況 

品目別売上高                                       （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 9 月 30 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 ７，７０６ ７２．１ 

園 芸 用 品 ７４６ ７．０ 

防 疫 剤 ７５０ ７．０ 

家 庭 用 品 ７３６ ６．９ 

そ の 他 ７４８ ７．０ 

合 計 １０，６８９ １００．０ 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 9 月 30 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 ７，１４８ ６６．６ 

園 芸 用 品 ８３８ ７．８ 

防 疫 剤 ６９５ ６．５ 

家 庭 用 品 １，１５４ １０．８ 

そ の 他 ８８８ ８．３ 

合 計 １０，７２４ １００．０ 

 

前連結会計年度 

自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 
事 業 区 分        

金    額 

 

構 成 比 

％ 

殺 虫 剤 １０，４８６ ６１．５ 

園 芸 用 品 １，４７３ ８．７ 

防 疫 剤 １，２７６ ７．５ 

家 庭 用 品 ２，１４６ １２．６ 

そ の 他 １，６６０ ９．７ 

合 計 １７，０４２ １００．０ 

 



－２４－ 

７．有価証券 
当中間連結会計期間（平成１６年９月３０日現在） 

１．その他有価証券で時価があるもの            （単位：百万円） 

 取得原価 
中間連結貸借

対照表計上額 
差    額 

(１)株  式 

(２)債  券 

(３)その他 

１，１６３ 

― 

― 

１，４９１ 

― 

― 

３２８ 

― 

― 

合  計 １，１６３ １，４９１ ３２８ 

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

             （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

(１)その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

２８４ 

 

 

前中間連結会計期間（平成１５年９月３０日現在） 

１．その他有価証券で時価があるもの            （単位：百万円） 

 取得原価 
中間連結貸借

対照表計上額 
差    額 

(１)株  式 

(２)債  券 

(３)その他 

７７５ 

― 

― 

１，２２２ 

― 

― 

４４６ 

― 

― 

合  計 ７７５ １，２２２ ４４６ 

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

             （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

(１)その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

２９１ 

 

 

前連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価があるもの            （単位：百万円） 

 取得原価 
連結貸借対照表

計 上 額 
差    額 

(１)株  式 

(２)債  券 

(３)その他 

１，１５１ 

― 

― 

１，５５１ 

― 

― 

４００ 

― 

― 

合  計 １，１５１ １，５５１  ４００ 

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

             （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

(１)その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

２７９ 

 

 



－２５－ 

８．デリバティブ取引 
 

当中間連結会計期間（平成１６年９月３０日現在） 

 

該当する事項はありません。 

 

 

 

前中間連結会計期間（平成１５年９月３０日現在） 

 

該当する事項はありません。 

 

 

 

前連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 

 

該当する事項はありません。 

 


